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車輪 に電気的な制動力を与 える回生制動装置 を備 えた車両に用 い られ るブ レーキ装置で あって、 ドラ
ィバの ブ レーキ操作 状態 に応 じて車 両 に必要 な制 動 力 を算 出す る 目標 制 動 力算 出部 と、 ドライバの ブ
レーキ操作 によって ブ レーキ液圧 を発生す るマス タシ リンダか らブ レーキ液 を吸入 し、前輪系統のホイ
ル シ リンダ液圧 を増圧 し制動力を発生 させ る第 1 ポ ンプと、 ブ レーキ液が貯留 されている リザ一バか ら
ブ レーキ液 を吸入 し、後輪 系統のホイル シ リンダ液圧 を増圧 し制動力を発生 させ る第 2 ポ ンプと、必要
な制動 力を発生す るために第 1 ポ ンプと第 2 ポ ンプと回生制動装置 による制動 力の配分量 を算 出す るブ
レーキ コン トロールユニ ッ トと、を備 える。



明 細 書

発明の名称 ：ブレーキ装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、 ブ レーキ装置 に関する。

背景技術

[0002] 従来のブ レーキ装置では、一方系統 に ドライバのブ レーキ踏力を増幅する

ブースタを用いたブ レーキシ ステ ム を適用 し、他方系統 にブ レーキバイワイ

ャシ ステ ム を適用 している。上記の記載 に関係する技術の一例 は、特許文献

に開示 されている。

従来のブ レーキ装置 において、回生制動装置 によるエネルギ回収効率 を高

めて欲 しいとのニーズがあ った。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開2005-1 19427号公報

発明の概要

[0004] 本発明の 目的は、制動時のエネルギ回収効率 を高めることがで きるプ レー

キ装置 を提供することにある。

[0005] 本発明では、一方系統 を ドライバのブ レーキ操作 によ り発生するブ レーキ

液圧 を第 1 ポ ンプによ り増圧 してホイルシ リンダへ供給するブ レーキシステ

厶 と し、他方系統 を リザ一バのプ レーキ液 を第 2 ポ ンプによ り増圧 してホイ

ルシ リンダへ供給するブ レーキバイワイヤシステム と した。

[0006] よって、本発明のブ レーキ装置では、制動時のエネルギ回収効率 を高める

ことがで きる。

図面の簡単な説明

[0007] [ 図 1] 実施例 1 のブ レーキ装置 を搭載 したハイプ リッ ド車両のシ ステ ム構成図

である。

[ 図2] 実施例 1 の液圧 コン トロールュニ ッ 卜の回路構成図である。



[ 図3 ] プ レーキコン トロールュニ ッ 卜で実行 される回生協調制御処理の流れを

示すフローチヤ一 卜である。

[ 図4 ] 直進制動時の前後配分量の演算マ ップである。

[ 図5] 必要な制動力が図 4 の領域 a内で変化する場合の液圧 コン トロールュニ

ッ 卜の動作 を示すタイムチヤ一 卜である。

[ 図6] 必要な制動力が図 4 の領域 →領域 bへ と変化する場合の液圧 コン ト口

—ルュニ ッ 卜の動作 を示すタイムチヤ一 卜である。

[ 図7] 必要な制動力が図 4 の領域 →領域 →領域 cへ と変化する場合の液圧

コン トロールュニ ッ 卜の動作 を示すタイムチヤ一 卜である。

[ 図8 ] 実施例 2 の液圧 コン トロールュニ ッ 卜の回路構成図である。

[ 図9] 実施例 3 の液圧 コン トロールュニ ッ 卜の回路構成図である。

[ 図 10] 実施例 4 の液圧 コン トロールュニ ッ 卜の回路構成図である。

[ 図 11] 実施例 5 の液圧 コン トロールュニ ッ 卜の回路構成図である。

発明を実施するための形態

[0008] 以下、本発明のプ レ一キ装置 を実施するための形態 を、図面 に示す実施例

に基づいて説明する。

なお、以下に説明する実施例 は、多 くのニーズに適応で きるように検討 さ

れてお り、制動時のエネルギ回収効率 を高めることは検討 されたニーズの 1

つである、以下の実施例 は、 さ らに、制動効率 を高めるニーズ、旋回挙動の

安定化 を図るニーズ、 フエ一ルセ一フに対するニーズにも対応 している。

[0009] 〔実施例 1 〕

まず、構成 を説明する。

[ シ ス テ ム構成 ]

図 1 は、実施例 1 のブ レーキ装置 を搭載 したハイプ リッ ド車両のシ ステ ム

構成図である。

液圧制御ュニ ッ 卜（HU) 10 1は、 ブ レーキコ ン トロール ュニ ッ 卜（BCU) 102か ら

送 られる各輪の液圧指令値 に基づいて、左前輪 FLのホイルシ リンダW/C(Fい、

右後輪 RRのホイルシ リンダW/C(RR ) 、右前輪 FRのホイルシ リンダW/C(FR ) 、左



前輪 RLのホイルシ リンダW/C(Rいの各液圧 を保持 または増減する。

モータジェネ レータMG、 インバ一タINVおよびバ ッテ リBATによ り、左右後

輪 RL, RRに対 して回生制動力を発生させる回生制動装置が構成 される。

MG1 03は、左右後輪 RL, RRの リア ドライブシャフ 卜RDS(RL), RDS(RR) とデ ィフ

ァレンシャルギアDGを介 してそれぞれ連結 され、 モ一タコン トロールュニ ッ

卜（MCU) 103か らの指令 に基づいて、カ行 または回生運転 し、左右後輪 RL, RRに

駆動力 または回生制動力を発生させる。

インバ一タINVは、 モータジェネ レータMGがカ行運転 している場合 には、バ

ッテ リBATの電力を変換 してモータジェネ レータMGに供給する。一方、 モータ

ジェネ レータMGが回生運転 している場合 には、 モータジェネ レータMGで発生

する電力を変換 しバ ッテ リBATを充電する。

MCU1 03は、駆動 コン トローラ（DCU) 104か らの指令 に基づいて、 モータジェ

ネ レ一タMGをカ行運転する。 また、 BCU1 02か らの回生制動力指令値 に基づい

て、 モータジェネ レータMGを回生運転する。 MCU1 03は、 モータジェネ レータM

Gによる回生制動力、駆動力の出力制御の状況 と、発生可能な最大回生制動力

を、 CAN通信線 105を介 して BCU1 02、 DCU1 04へ と送 る。

ここで、 「発生可能な最大回生制動力」は、例 えば、バ ッテ リS0C、各輪 FL

, FR, RL, RRに設 け られた各車輪速セ ンサ 106(FL, FR, RL, RR) によ り算出 (推定 )

される車体速 （車速）か ら算出する。 また、旋回時には、車両のステア特性

も加味する。

ノくッ テ リBATが満充電状態 またはそれに近い状態である場合 には、バ ッテ リ

寿命の観点か ら過充電防止を図る必要がある。 また、制動 によ り車速が減少

した場合、 モータジェネ レータMGで発生可能な最大回生制動力は減少する。

さ らに、高速走行時に回生制動 を行 うと、 インバ一タINVが高負荷 となるため

、高速走行時にも最大回生制動力を制限する。

DCU1 04は、 直接 またはCAN通信線 105を介 して、 アクセル開度セ ンサ 107か ら

のアクセル開度、各車輪速セ ンサ 106(FL, FR, RL, RR) によ り算出される車速 （

車体速）、バ ッテ リS0C等が入力される。



DCU1 04は、 アクセル開度セ ンサ 107等、各種セ ンサか らの情報 に基づ き、ェ

ンジンENGの動作制御 と、図外の自動変速機 の動作制御 と、 MCU1 03への指令 に

よるモータジェネ レータMGの動作制御 とを行 う。

[001 1] BCU1 02は、 直接 またはCAN通信線 105を介 して、マスタシ リンダ液圧セ ンサ 1

9 (図 2 参照）か らのマスタシ リンダ液圧、 プ レーキペ ダルス トロークセ ンサ

108か らのプ レーキペ ダル BPのス 卜ローク量、各車輪速セ ンサ 106(FL, FR, RL, R

R) か らの各車輪速、バ ッテ リS0C、 その他車両状態 を示す状態量 （ハ ン ドルの

操舵角、 自車両 に作用するョ一 レ一 卜等）が入力される。

BCU1 02は、 ブ レーキペ ダルス トロークセ ンサ 108等、各種セ ンサか らの情報

に基づいて車両 に必要な制動力 （全ての輪）を算出すると共 に、必要な制動

力を回生制動力 と液圧制動力 とに配分 し、 BCU1 02への液圧制動力指令 によるH

U 10 1の動作制御 と、 MCU1 03への回生制動力指令 によるモータジェネ レータMG

の動作制御 とを行 う。

ここで、実施例 1 では、液圧制動力よ りも回生制動力を優先 し、必要な制

動力を回生分で賄 える限 りは液圧分 を用いることな く、最大限 （最大回生制

動力） まで回生分の領域 を拡大 している。 これによ り、特 に加減速 を繰 り返

す走行パ ター ンにおいて、エネルギ回収効率が高 く、 よ り低 い車速 まで回生

制動 によるエネルギの回収 を実現 している。なお、 BCU1 02は、 回生制動中、

車速の低下等 に伴 い回生制動力が制限される場合 には、回生制動力を液圧制

動力にす り替えることで必要な制動力を確保する。

[001 2] BCU1 02は、通常制御時、 ドライバのプ レ一キペ ダル BPの操作状態 に応 じて

必要な制動力を算出すると共 に、 自動制動制御時には、 ブ レーキペ ダル BPの

操作状態および各種セ ンサか らの情報 に応 じて自動制動制御 に必要な制動力

を算出する。 ここで、 「自動制動制御」 とは、以下のような制御 をいう。

(a) 車輪速 に基づいて車体速 （擬似車体速）を推定 し、各輪 FL, FR, RL, RRの

車輪速が車体速 （も しくは車体速か ら所定値減算 した減圧 しきい値等）に一

致するようにホイルシ リンダ液圧 を増減 または保持するアンチ ロックプ レー

キ（ABS)制御



(b) 才一 卜クル一ズコン トロ一ル によ り先行車 との車間速度 を最適化する

にあた り、必要 に応 じて自動的に制動力を発生させる制御

(c) 車両の旋回時に車両のステア特性が過 アンダーステア状態 または過才

—バーステア状態 とな った とき、所定の輪 に自動的に制動力を発生させて二

ュ一 卜ラル ステ ア方向に戻す ョ一 モ 一 メ ン 卜を発生させる車両挙動安定制御

BCU 102は、上記 ABS制御、才一 卜クルーズコン トロール、車両挙動安定制御

を実施するための自動制動制御部 （アンチ ロック制御部） 102a を備 える。

[HU の回路構成 ]

図 2 は、実施例 1 のHU10 1の回路構成図である。

実施例 1 のHU10 1は、互いに独立 した前輪系統 （一方系統） と後輪系統 （他

方系統）の 2 系統の配管構造 を有 し、前輪系統 を ドライバのブ レーキ操作 に

よ り発生するブ レーキ液圧 を第 1 ボ ンプ3 によ り増圧 してホイルシ リンダW/C (

FL , FR) へ供給するブ レーキシステム と し、他方系統 を リザ一バ RSVのブ レーキ

液 を第 2 ポ ンプ2 2 によ り増圧 してホイルシ リンダW/C (RL, RR) へ供給するプ レ

—キバイワイヤシステム と している。実施例 1 では、第 1 ポ ンプ3および第 2

ポ ンプ2 2 と してギヤポ ンプを用いている。

以下、前輪系統 と後輪系統の液圧回路 について説明する。

(前輪系統）

前輪系統のブースタ回路 （第 1 制動作動部） 1は、マスタシ リンダM/C か ら

ホイルシ リンダW/C ( FL , FR) へ連通する第 1 油路 2 と、第 1 油路 2か ら分岐 し第

1 ポ ンプ3の吸入部 3 aにつながる第 1 吸入油路 4 と、第 1 ポ ンプ3の吐出部 3 b と

第 1 油路 2 とを接続する第 1 吐出油路 5 と、 自動制動制御部 102a の減圧作動 に

伴 ってホィルシ リンダW/C ( FL , FR) か ら流出 したプ レ一キ液 を貯留 し、第 1 吸

入油路 4 に接続する貯留 リザ一バ 6 と、貯留 リザ一バ 6 とホイルシ リンダW/C ( FL

, FR) とを接続する第 1 減圧油路 7 と、 を備 える。

第 1 油路 2 には、マスタシ リンダM/C 側か ら順 に、マスタシ リンダ液圧セ ン

サ 19、常開の比例電磁弁であるゲ一 卜アウ トバル ブ8、液圧セ ンサ 9、常開の

電磁弁であるソ レノィ ドィンバル ブ 10 ( FL , FR) が設 け られている。



ゲ一 卜ァゥ 卜バル ブ8は、第 1 油路 2 と第 1 吸入油路 4 との接続位置 よ りもホ

ィルシ リンダ側 に配置 されている。

液圧セ ンサ 9は、第 1 油路 2 と第 1 吐出油路 5 との接続位置 に配置 され、第 1

ポ ンプ3の吐出側のブ レーキ液圧 を検 出する。

[00 14 ] 第 1 油路 2 には、ゲー トアウ トバル ブ8 を迂回する油路 1 1が設 け られ、油路 1

1には、マスタシ リンダM/C か らホイルシ リンダW/C ( FL , FR) へ向か う方向への

プ レーキ液の流れを許容 し、反対方向への流れを禁止するチエツクバル プ 12

が設 け られている。 また、第 1油路 2 には、 ソ レノイ ドインバル プ 10 ( FL , FR) を

迂回する油路 13 ( FL , FR) が設 け られ、油路 13 ( FL , FR) には、ホイルシ リンダW/C

( FL , FR) か らマスタシ リンダM/C へ向か う方向へのプ レーキ液の流れを許容 し

、反対方向への流れを禁止するチェックバル プ 14 ( FL , FR) が設 け られている。

第 1 吐出油路 5には、第 1 ポ ンプ3の吐出部 3 bか ら第 1 油路 2へ向か う方向の

プ レーキ液の流れを許容 し、反対方向への流れを禁止するチエツクバル プ 15

が設 け られている。

貯留 リザ一バ 6は、チェックバル ブ6 aを備 える。チェックバル ブ6 aは、貯留

リザ一バ 6に所定量のブ レーキ液が貯留 された場合、 または第 1 吸入油路 4の

圧力が所定圧 を超 える高圧 とな った場合 に閉弁 し、貯留 リザ一バ 6内へのプ レ

—キ液の流入を禁止することで、第 1 ポ ンプ3の吸入部 3 aに高圧が印加 される

のを防止する。なお、チェックバル ブ6 aは、第 1 ポ ンプ3が作動 して第 1 吸入

油路 4 を構成する油路 16の圧力が低 くな つた場合 には、第 1 吸入油路 4 を構成

する油路 17の圧力にかかわ らず開弁 し、貯留 リザ一バ 6内へのプ レ一キ液の流

入を許容する。

第 1 減圧油路 7 には、常閉の電磁弁であるソ レノィ ドアゥ 卜バル ブ 18 ( FL , FR

) が設 け られている。

[00 15 ] (後輪系統）

後輪系統のブ レーキバイワイヤ回路 （第 2 制動作動部） 2 0は、 リザ一バ RSV

か らホィルシ リンダW/C (RL, RR) へ連通する第 2 油路 2 1と、第 2 油路 2 1か ら分

岐 し第 2 ボ ンプ2 2の吸入部 22a につながる第 2 吸入油路 2 3 と、第 2 ボ ンプ2 2の



吐出部 22b と第 2 油路 2 1とを接続する第 2 吐出油路 24と、 自動制動制御部 102a

の減圧作動に伴 つてホイルシ リンダW/C (RL, RR) か ら流出 したプレ一キ液を貯

留 し、第 2 吸入油路 23に接続する貯留 リザ一バ33と、貯留 リザ一バ33とホイ

ルシ リンダW/C(RL, RR) とを接続する第 2 減圧油路 34と、を備える。

第 2 油路 2 1には、マスタシ リンダM/C側か ら順に、常開の電磁弁であるゲ一

卜アウ トバルブ25、液圧センサ26、常開の電磁弁であるソレノイ ドインバル

プ27 (RL, RR) が設けられている。

ゲ一 卜ァゥ 卜バルブ25は、第 2 油路 2 1と第 2 吐出油路 24との接続位置より

もホイルシ リンダ側に配置されている。

液圧センサ26は、第 2 油路 2 1と第 2 吐出油路 24との接続位置に配置され、

第 2 ボンプ22の吐出側のプレーキ液圧を検出する。

第 2 油路 2 1には、ゲー トアウ トバルブ25を迂回する油路 28が設けられ、油

路 28には、マスタシ リンダM/Cか らホイルシ リンダW/C(RL, RR)へ向かう方向へ

のプレーキ液の流れを許容 し、反対方向への流れを禁止するチエツクバルプ2

9が設けられている。 また、第 2 油路 2 1には、 ソレノイ ドインバルプ27(RL, RR

) を迂回する油路 30(RL, RR) が設けられ、油路 30(RL, RR) には、ホイルシ リンダ

W/C (RL, RR) か らマスタシ リンダM/Cへ向かう方向へのプレーキ液の流れを許容

し、反対方向への流れを禁止するチエツクバルプ3 1 (RL, RR) が設けられている

第 2 吐出油路 24には、第 2 ボンプ22の吐出部 3bか ら第 2 油路 2 1へ向かう方

向のプレーキ液の流れを許容 し、反対方向への流れを禁止するチエツクバル

プ32が設けられている。

貯留 リザ一バ33は、チェックバルブ33a を備える。チェックバルブ33a は、

貯留 リザ一バ33に所定量のブレーキ液が貯留された場合、 または第 2 吸入油

路 23の圧力が所定圧を超える高圧 となった場合に閉弁 し、貯留 リザ一/ 33内

へのプレーキ液の流入を禁止することで、第 2 ポンプ22の吸入部 22a に高圧が

印加されるのを防止する。なお、チェックバルブ33a は、第 2 ポンプ22が作動

して第 2 吸入油路 23を構成する油路 35の圧力が低 くなった場合には、第 2 吸



入油路23を構成する油路36の圧力にかかわらず開弁 し、貯留 リザ一バ33内へ

のプレーキ液の流入を許容する。

第 2 減圧油路34には、常閉の電磁弁であるソレノィ ドアゥ 卜バルブ37 ( FL, F

R) が設けられている。

実施例 1 では、第 1 ポンプ3および第 2 ポンプ22を、 1 つのポンプモータ40

を用いて駆動する。

[00 17 ] [ 回生協調制御処理]

図 3 は、BCU 102で実行される回生協調制御処理の流れを示すフローチヤ一

卜で、以下、各ステップについて説明する。

ステップS30 1では、 ドライバのプレ一キ操作量、外部指令 （外部のコント

ローラからの指令）から、必要な制動力 （目標制動力）を演算する （目標制

動力算出部）。ブレーキ操作量は、ブレーキペダルス トロークセンサ108から

のプレーキペダルス 卜ローク量、またはマスタシリンダ液圧センサ19からの

マスタシリンダ液圧とする。

ステップS302 では、車両挙動または外部指令から、必要なモーメン トを演

算する。ここで、必要なョ一モーメントとは、例えば、車両運動制御の目標

ョ一レ一 卜を実現するためのョ一モ一メン卜とする。

ステップS303 では、必要な制動力と必要なモーメントから制動力の配分量

(前後および左右）を演算する。図 4 に配分量の一例を示す。図 4 は直進制

動時の前後配分量の演算マップであり、横軸は必要な制動力 [N] 、縦軸は前後

配分量^] である。前後配分量は、0% のとき左右前輪FL, FRに制動力0% 、左

右後輪RL, RRの制動力100%、 100%のとき左右前輪FL, FRに制動力100% 、左右後

輪RL, RRに制動力0%とする。図 4 のマップでは、必要な制動力が大きくなるほ

ど必要な制動力に対する左右前輪FL, FRの制動力の配分量が多くなるように設

定 している。

[00 18 ] ステップS304 では、制動力の配分量から各輪に必要な制動力を演算する。

ステップS305 では、車輪の状態から各輪の制動力を補正する。一例を挙げ

ると、ABS制御が作動 している場合は、該当する車輪の制動力を減少させる。



ステ ップS306では、 MCU1 03か ら受信 した最大回生制動力 と各輪の制動力か

ら、回生制動力指令値 を演算する。演算 した回生制動力指令値 は、 MCU1 03へ

送信する。回生制動指令値 は、発生可能な最大回生制動力に応 じて決定する

ステ ップS307では、各輪の制動力 と回生制動力指令値か ら、各輪の液圧制

動力指令値 を演算する。

ステ ップS308では、各輪の液圧制動力指令値か ら、各輪の液圧指令値 を演

算する。

ステ ツプS309では、マスタシ リンダ液圧、ホイルシ リンダ液圧 （液圧セ ン

サ 9, 26によ り検 出）、各輪の液圧指令値か ら、 HU1 0 1の各バル ブ、ポ ンプモ 一

タ40の駆動 を行 う。

すなわち、実施例 1 の回生協調制御では、 ドライバの要求に応 じて必要な

制動力を決定 し、決定 した各輪の制動力をョーモ ー メ ン トや車輪の状態 に応

じて補正する。続 いて、必要な制動力を回生制動力 と液圧制動力 とに配分 し

、回生制動力指令値 をMCU1 03に、液圧制動力指令値 をHU1 0 1に出力する。

次 に、作用を説明する。

図 5 は、必要な制動力が図 4 の領域 a内で変化する場合のHU1 0 1の動作 を示

すタイムチヤ一 卜である。

時点 t501 では、 ドラィバは制動のためにプ レーキペ ダル BPの操作 を開始す

る。

時点 t501 か らt502 までの期間では、 ドライバはプ レーキペ ダル BPを踏み増

し、 ブ レーキペ ダルス トローク量が増加する。左右前輪 FL, FRのホイルシ リン

ダ液圧は、 ブ レーキペ ダルス トローク量 に比例 して発生 し、左右後輪 RL, RRは

回生制動力のみで制動力を発生させる。

時点 t502 では、 ドライバはプ レ一キペ ダル BPの踏み増 しを停止する。

時点 t502 か らt503 までの期間では、 ブ レーキペ ダルス 卜ローク量が一定で

あるため、各輪のホイルシ リンダ液圧は一定に維持 される。

時点 t503 では、車速の低下に伴 い回生制動力の制限が開始する。



時点 t503 か らt504 までの期間では、ポ ンプモータ40を駆動 し、ゲ一 卜ァゥ

卜バル ブ25の電流 をコン トロールすることで、左右後輪 RL, RRのホイルシ リン

ダ液圧 を増圧 し、回生制動力の低下速度 に合わせて液圧制動力を立ち上 げる

。 これによ り、左右後輪 RL, RRの制動力が回生制動力か ら液圧制動力へ と徐 々

にす り替え られる。 この とき、左右前輪 FL, FRのホイルシ リンダ液圧 を増圧 さ

せないように、ゲ一 卜アウ トバル ブ8は駆動せず、第 1 ポ ンプ3か ら吐出され

るプ レーキ液 をマスタシ リンダM/C側へ戻す。

時点 504では、回生制動力がゼ ロとな って回生制動力か ら液圧制動力への

す り替えが完 了 し、左右後輪 RL, RRは液圧制動力のみで制動力を発生させる。

時点 t505 では、車両が停止する。

図 6 は、必要な制動力が図 4 の領域 →領域 bへ と変化する場合のHU1 0 1の

動作 を示すタイムチヤ一 卜である。

時点 t601 では、 ドラィバは制動のためにプ レーキペ ダル BPの操作 を開始す

る。

時点 t601 か らt602 までの期間では、 ドライバはプ レーキペ ダル BPを踏み増

し、 ブ レーキペ ダルス トローク量が増加する。左右前輪 FL, FRのホイルシ リン

ダ液圧は、 ブ レーキペ ダルス トローク量 に比例 して発生 し、左右後輪 RL, RRは

回生制動力のみで制動力を発生させる。

時点 t602 では、 ブ レーキペ ダルス 卜ローク量か ら演算 される必要な制動力

が図 4 の領域 aか ら領域 bへ と移行する。

時点 t602 か らt603 までの期間では、 ドライバはブ レーキペ ダル BPをさ らに

踏み増 し、左右前輪 FL, FRの制動力の増加勾配が時点 t601 か らt602 までの期間

よ りも大 きくなるため、ポ ンプモータ40を駆動 し、ゲ一 卜アウ トバル ブ8の電

流 をコン トロールすることで、左右前輪 FL, FRのホイルシ リンダ液圧 を増圧 し

、必要な制動力を発生させる。 この とき、左右後輪 RL, RRは回生制動力によつ

て制動力を確保 しているため、左右後輪 RL, RRのホイルシ リンダ液圧 を増圧 さ

せないように、ゲ一 卜アウ トバル ブ25は駆動せず、第 2 ポ ンプ22か ら吐出さ

れるブ レーキ液 を リザ一バ RSV側へ戻す。



[0021 ] 時点 t603 では、 ドライバはブレーキペダルBPの踏み増 しを停止する。

時点 t603 からt604 までの期間では、ゲ一 卜ァゥ 卜バルブ8の電流をコントロ

—ルすることで左右前輪FL, FRのホイルシリンダ液圧を保持 し、ポンプモータ

40を停止する。

時点 t604 では、車速の低下に伴い回生制動力の制限が開始する。

時点 t604 からt605 までの期間では、ポンプモータ40を駆動 し、ゲ一 卜ァゥ

卜バルブ25の電流をコントロールすることで、左右後輪RL, RRのホイルシリン

ダ液圧を増圧 し、回生制動力の低下速度に合わせて液圧制動力を立ち上げる

。これにより、左右後輪RL, RRの制動力が回生制動力から液圧制動力へと徐々

にすり替えられる。このとき、左右前輪FL, FRのホイルシリンダ液圧を増圧さ

せないように、ゲ一 卜アウ トバルブ8の電流をコントロール し、第 1 ポンプ3

から吐出される不要なプレーキ液をマスタシリンダM/C側へ戻す。

時点 605では、回生制動力がゼロとなって回生制動力から液圧制動力への

すり替えが完了し、左右後輪RL, RRは液圧制動力のみで制動力を発生させる。

時点 t606 では、車両が停止する。

[0022] 図 7 は、必要な制動力が図 4 の領域 →領域 →領域cへと変化する場合の

HU1 0 1の動作を示すタイムチヤ一 卜である。

時点 t701 では、 ドラィバは制動のためにプレーキペダルBPの操作を開始す

る。

時点 t70 1からt702 までの期間では、 ドライバはプレ一キペダルBPを踏み増

し、ブレーキペダルス トローク量が増加する。左右前輪FL, FRのホイルシリン

ダ液圧は、ブレーキペダルス トローク量に比例 して発生 し、左右後輪RL, RRは

回生制動力のみで制動力を発生させる。

時点 t702 では、ブレーキペダルス 卜ローク量から演算される必要な制動力

が図 4 の領域aから領域bへと移行する。

時点 t702 からt703 までの期間では、 ドライバはブレーキペダルBPをさらに

踏み増 し、左右前輪FL, FRの制動力の増加勾配が時点 t701 からt702 までの期間

よりも大きくなるため、ポンプモータ40を駆動 し、ゲ一 卜アウ トバルブ8の電



流をコントロールすることで、左右前輪FL, FRのホイルシリンダ液圧を増圧し

、必要な制動力を発生させる。このとき、左右後輪RL, RRは回生制動力によつ

て制動力を確保しているため、左右後輪RL, RRのホイルシリンダ液圧を増圧さ

せないように、ゲ一卜アウトバルブ25は駆動せず、第2 ポンプ22から吐出さ

れるブレーキ液をリザ一バRSV側へ戻す。

[0023] 時点t703 では、ブレーキペダルストローク量から演算される必要な制動力

が図4 の領域bから領域cへと移行する。

時点t703 からt704 までの期間では、ドライバはブレーキペダルBPをさらに

踏み増して必要な制動力が増加するのに対し、回生制動力は最大回生制動力

に達しているため、ゲ一卜ァゥ卜バルブ25の電流をコントロールして左右後

輪RL, RRのホイルシリンダ液圧を増圧し、必要な制動力を発生させる。

時点t704 では、ドライバはプレ一キペダルBPの踏み増しを停止する。

時点t704 からt705 までの期間では、ゲ一卜ァゥ卜バルブ8, 25の電流をコン

トロ一ルすることで左右前輪FL, FRおよび左右後輪RL, RRのホイルシリンダ液

圧を保持し、ポンプモータ40を停止する。

時点t705 では、車速の低下に伴い回生制動力の制限が開始する。

時点t705 からt706 までの期間では、ポンプモータ40を駆動し、ゲ一卜ァゥ

卜バルブ25の電流をコントロールすることで、左右後輪RL, RRのホイルシリン

ダ液圧を増圧し、回生制動力の低下速度に合わせて液圧制動力を立ち上げる

。これにより、左右後輪RL, RRの制動力が回生制動力から液圧制動力へと徐々

にすり替えられる。このとき、左右前輪FL, FRのホイルシリンダ液圧を増圧さ

せないように、ゲ一卜アウトバルブ8の電流をコントロールし、第 1ポンプ3

から吐出される不要なプレーキ液をマスタシリンダM/C側へ戻す。

時点t706 では、回生制動力がゼロとなって回生制動力から液圧制動力への

すり替えが完了し、左右後輪RL, RRは液圧制動力のみで制動力を発生させる。

時点t707 では、車両が停止する。

[0024] [エネルギ回収効率の向上]

従来のブレーキ装置では、前輪系統にドライバのブレーキペダル踏力を増



幅するブースタを用いたブ レーキシ ステ ム を適用 し、後輪系統 にプ レーキバ

ィワイヤシステムを適用 している。 ここで、 プ一スタを用いたプ レ一キシス

テムでは、 ドライバのブ レーキ操作量 に比例 した液圧制動力が発生するため

、前輪系統では、液圧制動力を ドライバのブ レーキ操作量 とブースタの倍力

比 とか ら決 まる液圧制動力未満 にすることは不可能である。 このため、回生

制動装置 による回生制動力が発生可能な最大回生制動力に達 していない場合

であ っても、前輪の液圧制動力の制約か ら、 ドライバが要求する制動力に対

して回生制動力をよ り大 きくすることがで きなか った。 また、従来のプ レー

キ装置では、 ブースタに負圧等が必要であるため、負圧発生源 を持たない車

両 （電気 自動車等）への適合が困難である。

これに対 し、実施例 1 の プ レ一キ装置では、前輪系統 に ドライバのプ レ一

キ操作 によ り発生するプ レ一キ液圧 を第 1 ボ ンプ3によ り増圧 して左右前輪 FL

, FRのホイルシ リンダW/C(FL, FR)へ供給するブ レーキシステムを適用 した。 よ

つて、 ブースタを用いたブ レーキシステムに対 し、 ブ レーキ操作量 に応 じて

発生する左右前輪 FL, FRの液圧制動力を小さ くで きるため、左右後輪 RL, RRの

回生制動力を大 きくで き、エネルギ回収効率 を高めることがで きる。 さ らに

、負圧発生源が不要であるため、負圧発生源 を持たない車両 にも適合で きる

また、実施例 1 では、後輪系統 に リザ一バ RSVのプ レーキ液 を第 2 ポ ンプ22

によ り増圧 して左右後輪 RL, RRのホィルシ リンダW/C (RL, RR)へ供給するプ レー

キバイワイヤシステムを適用 し、 モータジェネ レータMG、 インバ一タINVおよ

びバ ッテ リBATか ら構成 される回生制動装置 を左右後輪 RL, RRに設 けた。前輪

系統 はマスタシ リンダM/Cとホィルシ リンダW/C (FL, FR) とが第 1 油路2で接続

されているため、 ドライバのブ レーキ操作量 に応 じてマスタシ リンダ液圧が

立ち上がるのに対 し、 ブ レーキバイワイヤシステムを適用 した後輪系統 は、

ホイルシ リンダW/C(RL, RR) がマスタシ リンダM/Cと接続 されていないため、 ド

ライバのプ レーキ操作量 にかかわ らず液圧制動力をゼ ロにで きる。 よって、

左右後輪 RL, RRの制動力を全て回生制動力で賄 うことがで きるため、左右前輪



FL, FRに回生制動装置 を設 けた場合 よ りもエネルギ回収効率 を高めることがで

きる。

[制動効率の向上 ]

実施例 1 では、図 4 のマ ップに示 したように、必要な制動力が大 きいほど

必要な制動力に対する左右前輪 FL, FRの制動力の配分量 を多 くする。通常、前

輪の輪荷重は後輪の輪荷重 よ りも大 きく、特 に減速時には、車両重心位置が

車両前方側へ移動するため、前後輪の輪荷重差 は顕著 とな り、前後輪で同 じ

制動力を発生させる場合、前輪側のァクチ ユ エ 一 タ （例 えば、ポ ンプ）の仕

事量は少な くて済む。 よって、 ドライバの要求する減速度が大 きいほど左右

前輪 FL, FRの制動力の配分量 を大 きくすることで、制動効率 を高めることがで

きる。

[旋 回挙動の安定化 ]

実施例 1 の車両では、回生制動力を左右後輪 RL, RRで発生させているため、

制動旋回時に左右前輪 FL, FRに対 して左右後輪 RL, RRの制動力が大 きす ぎると

、車両のステア特性 は過才一バーステア状態 とな り、旋回挙動が乱れて しま

う。 そ して、 この才一バーステア傾向は、車両の制動力が大 きくなるほど強

くなる。 よって、才一バーステア傾向が強いほど左右前輪 FL, FRの制動力の配

分量 を大 きくすることで、制動力の前後配分 を車両の諸元 に応 じた理想配分

(例 えば、前 ：後 =6:4 または7 : 3 ) に近づけることがで き、才一バーステア傾

向の抑制 による旋回挙動の安定化 を図ることがで きる。

[ フエ一ルセ一フ]

ブ レーキバイワイヤシステムは、マスタシ リンダで発生 したブ レーキ液 を

ホィルシ リンダへ供給する油路構成 を備 えていないため、 システムのフエ一

ル時には制動力を発生させることがで きない。実施例 1 では、 ブ レーキバイ

ワイヤシステムを後輪系統 に適用 し、左右後輪 RL, RRでは液圧制動力 と回生制

動力 とを合わせた制動力を発生させている。制動効率等の観点か ら後輪 は前

輪 に比べて制動力が小さ く設定されるため、 ブ レーキバイワイヤシステムが

フェール した場合であ つても、回生制動力によ り必要な制動力を確保で きる



また、前輪系統 はマスタシ リンダM/C で発生 したプ レ一キ液 をホィルシ リン

ダW/C ( FL , FR) へ供給する油路構成 を備 えているため、ポ ンプモータ4 0の故障

等、第 1 ボ ンプ3および第 2 ポ ンプ2 2が作動で きない状況 に陥 つた場合であ つ

ても、 ドライバのブ レーキ操作 に応 じた、 いわゆるマニュアル ブ レーキによ

り左右前輪 FL , FRに制動力を発生させることがで きる。 この とき、上記制動効

率の観点か ら、後輪側でマニュアル プ レ一キを行 う場合 と比較 してよ り大 き

な制動力を発生させることがで きる。

[0026] 次 に、効果 を説明する。

実施例 1 のプ レ一キ装置 にあ っては、以下に列挙する効果 を奏する。

( 1 ) 車輪 に電気的な制動力を与える回生制動装置 （モータジェネ レータMG

、 インバ一タ I NVおよびバ ッテ リBAT) を備 えた車両 に用い られるブ レーキ装

置であ って、 ドライバのプ レーキ操作状態 に応 じて車両 に必要な制動カを算

出する目標制動力算出部 （ステ ップS30 1) と、 ドライバのブ レーキ操作 によ

つてブ レーキ液圧 を発生するマスタシ リンダM/C か らブ レーキ液 を吸入 し、前

輪系統のホイルシ リンダ液圧 を増圧 し制動力を発生させる第 1 ポ ンプ3 と、 プ

レーキ液が貯留 されている リザ一バ RSVか らブ レーキ液 を吸入 し、後輪系統の

ホイルシ リンダ液圧 を増圧 し制動力を発生させる第 2 ポ ンプ2 2 と、必要な制

動力を発生するために第 1 ポ ンプ3 と第 2 ポ ンプ2 2 と回生制動装置 による制動

力の配分量 を算出するBCU 102 と、 を備 えたため、制動時の回生制動装置 によ

るエネルギ回収効率 を高めることがで きる。 また、負圧発生源 を持たない電

気 自動車等の車両 にも適合で きる。

(2) 回生制動装置は、左右後輪 RL, RRに対 して制動力を与えるため、左右後

輪 RL, RRの制動力を全て回生制動力で賄 うことがで き、左右前輪 FL , FRに回生

制動装置 を設 けた場合 よ りもエネルギ回収効率 を高めることがで きる。

[0027] (3) BCU 102は、必要な制動力が大 きいほど、前輪系統の制動力の配分量 を

多 くするため、制動効率 を高めることがで きる。 また、制動旋回時のオーバ

—ステア傾向を抑制 して旋回挙動の安定化 を図ることがで きる。



(4) 前 輪 系 統 を ドラ イ バ の ブ レー キ 操 作 に よ り発 生 す る ブ レー キ 液 圧 を 第

1 ポ ン プ 3 に よ り増 圧 して ホ イ ル シ リ ン ダ W/C (FL, FR) へ 供 給 す る ブ レー キ シ ス

テ ム と し、 後 輪 系 統 を リザ 一 バ RSV の ブ レー キ 液 を 第 2 ポ ン プ 2 2 に よ り増 圧 し

て ホ イ ル シ リ ン ダ W/C (RL, RR) へ 供 給 す る ブ レー キ バ イ ワ イ ヤ シ ス テ ム と した

た め 、 ブ レー キ バ イ ワ イ ヤ シ ス テ ム が フ ェ ー ル した 場 合 で あ っ て も 回 生 制 動

力 に よ り必 要 な 制 動 力 を 確 保 で き る 。 ま た 、 後 輪 側 で マ ニ ュ ア ル ブ レー キ を

行 う 場 合 と 比 較 して よ り大 き な 制 動 力 を 発 生 さ せ る こ と が で き る 。

(5) BCU1 0 2 は 、 必 要 な 制 動 力 に 応 じて 回 生 制 動 装 置 に よ る 回 生 制 動 力 と 第

ポ ン プ 2 2 に よ る 液 圧 制 動 力 に よ っ て 後 輪 系 統 に お け る 必 要 な 制 動 力 を 発 生

さ せ る よ う に 配 分 量 を 決 定 す る た め 、 回 生 制 動 力 を 常 に 発 生 可 能 な 最 大 回 生

制 動 力 ま で 高 め る こ と が で き、 高 い エ ネ ル ギ 回 収 効 率 が 得 られ る 。 ま た 、 プ

レー キ バ イ ワ イ ヤ シ ス テ ム と 回 生 制 動 装 置 の 一 方 が フ ェ 一 ル した 場 合 で あ つ

て も 、 他 方 の 制 動 力 に よ つ て 必 要 な 制 動 力 を 確 保 で き る 。

(6) BCU1 0 2 は 、 プ レ一 キ 操 作 が 開 始 さ れ る と 回 生 制 動 装 置 に よ る 回 生 制 動

力 が 得 られ る よ う に 第 1 ポ ン プ 3 と 第 2 ポ ン プ 2 2 と 回 生 制 動 装 置 に よ る 制 動 力

の 配 分 量 を 算 出 す る た め 、 制 動 初 期 か ら 回 生 制 動 に よ る エ ネ ル ギ の 回 収 を 実

現 で き る 。

〔実 施 例 2 〕

図 8 は 、 実 施 例 2 の HU201 の 回 路 構 成 図 で あ る 。 図 8 に お い て 、 図 2 に 示 し

た 実 施 例 1 の HU1 0 1 と 同 一 の 構 成 に は 、 同 一 の 符 号 を 付 して 説 明 を 省 略 す る 。

実 施 例 2 で は 、 第 1 ポ ン プ 3 と 第 2 ポ ン プ 2 2 と を そ れ ぞ れ 独 立 に 第 1 ボ ン プ

モ ー タ （第 1 モ ー タ ） 40a と 第 2 ポ ン プ モ ー タ （第 2 モ ー タ ） 40b で 駆 動 す る

点 、 お よ び 後 輪 系 統 の 第 2 吸 入 油 路 2 3 に 貯 留 リザ 一 バ が 設 け られ て お ら ず 、

第 2 吸 入 油 路 2 3 と 第 2 減 圧 油 路 3 4 が 直 接 接 続 さ れ て い る 点 で 実 施 例 1 と相 違

す る 。

実 施 例 2 の HU201 で は 、 前 輪 系 統 の ホ イ ル シ リ ン ダ 液 圧 の 増 圧 が 必 要 な 場 合

に は 第 1 ポ ン プ モ ー タ 40a の み 駆 動 して 第 2 ポ ン プ モ ー タ 40b は 駆 動 せ ず 、 後

輪 系 統 の ホ イ ル シ リ ン ダ 液 圧 の 増 圧 が 必 要 な 場 合 に は 第 2 ポ ン プ モ ー タ 40b の



み駆 動 して第 1 ポ ンプモー タ40a は駆 動 しな い。 このため、 一方 系統 のホ イル

シ リンダ液 圧 を増 圧 す る際、他 方 系統 の回路 で プ レ一 キ液 を増 圧 され るの を

防止 で きる。

また、 ブ レー キバ イ ワイヤ回路 2 0には貯 留 リザ 一バ が無 いため、 ブ レー キ

バ イ ワイヤ回路 2 0にも貯 留 リザ 一バ を設 けた場合 と比較 して、部 品点数 を削

減 で きる。

[0029] 次 に、効 果 を説 明す る。

実施例 2 の プ レ一 キ装 置 にあ って は、 実施例 1 の効 果 （1 ) ~ (6) に加 え、 以

下 に列挙 す る効 果 を奏 す る。

(7) 第 1 ポ ンプ3を駆 動 す るため の第 1 ポ ンプモー タ40a と、 第 2 ポ ンプ22

を駆 動 す るため の第 2 ポ ンプモー タ40b を備 えたため、 一方 系統 のホ イル シ リ

ンダ液 圧 を増 圧 す る際、他 方 系統 の回路 で プ レ一キ液 が増 圧 され るの を防止

で きる。

(8) BCU1 02は 自動制 動制御部 102a を備 え、 ブー ス タ回路 1は、 マ ス タシ リン

ダM/C か らホ イル シ リンダW/C(FL, FR) へ連通 す る第 1 油路 2 と、 第 1 油路 2か ら

分 岐 し第 1 ポ ンプ3の吸入部 3 aにつなが る第 1 吸入油路 4 と、 第 1 ポ ンプ3の吐

出部 3 b と第 1 油路 2 とを接続 す る第 1 吐 出油路 5 と、 自動制 動制御部 102a の減

圧作動 に伴 つてホ イル シ リンダW/C (FL, FR) か ら流 出 した プ レ一キ液 を貯 留 し

、 第 1 吸入油路 4 に接続 す る貯 留 リザ 一バ 6 と、貯 留 リザ 一バ 6 とホ イル シ リン

ダW/C(FL, FR) とを接続 す る第 1 減 圧油路 7 と、 を備 え、 ブ レー キバ イ ワイヤ回

路 2 0は、 リザ 一バ RSVか らホ イル シ リンダW/C(RL, RR) へ連通 す る第 2 油路 2 1と

、 第 2 油路 2 1か ら分 岐 し第 2 ポ ンプ22の吸入部 22a につなが る第 2 吸入油路 23

と、 第 2ポ ンプ22の吐 出部 22b と第 2 油路 2 1とを接続 す る第 2 吐 出油路 24 と、

を備 えた。 よ って、 ブ レー キバ イ ワイヤ回路 2 0にも貯 留 リザ 一バ を設 けた場

合 と比較 して、部 品点数 の削減 による コス トダ ウ ンを図 る ことがで きる。

[0030] 〔実施例 3 〕

図 9 は、 実施例 3 の HU301 の回路構成 図であ る。 図 9 において、 図 2 に示 し

た実施例 1 の HU1 0 1と同一 の構成 には、 同一 の符号 を付 して説 明 を省 略 す る。



実 施 例 3 の HU301 で は、 第 1 ポ ン プ 4 1お よ び 第 2 ポ ン プ 4 2 と して プ ラ ン ジ ャ

ポ ン プ を 用 い て い る。 2 つ の ポ ン プ 4 1, 4 2 は 1 つ の ポ ン プ モ ー タ 4 3 に よ り駆 動

さ れ る。

ブ ー ス タ 回 路 1に お い て 、 マ ス タ シ リン ダ M/C と第 1 ポ ン プ 4 1の 吸 入 部 4 1a と

の 間 は、 貯 留 リザ 一 バ 4 4 を介 さ ず 第 1 吸 入 油 路 4 5 に よ り接 続 さ れ て い る。 第

吸 入 油 路 4 5 に は、 常 閉 の 電 磁 弁 で あ る ゲ 一 卜イ ン バ ル プ 4 6が 設 け られ て い

る。 第 1 吸 入 油 路 4 5 と貯 留 リザ 一 バ 4 4 との 間 に は、 貯 留 リザ 一 バ 4 4 か ら第 1

ポ ン プ 4 1の 吸 入 部 4 1aへ 向 か う方 向 へ の プ レー キ液 の 流 れ を許 容 し、 反 対 方 向

へ の 流 れ を禁 止 す る チ ェ ッ クバ ル プ 54 が 設 け られ て い る。

ブ レー キ バ イ ワ イ ヤ 回 路 2 0 に お い て 、 リザ 一 バ RSV と第 2 ボ ン プ 4 2の 吸 入 部

42a との 間 に は、 貯 留 リザ 一 バ 4 7 を介 さ ず 第 2 吸 入 油 路 4 8 に よ り接 続 さ れ て い

る。 第 2 吸 入 油 路 4 8 に は、 常 閉 の 電 磁 弁 で あ る ゲ 一 卜イ ン バ ル プ 4 9が 設 け ら

れ て い る。 第 2 吸 入 油 路 4 8 と貯 留 リザ 一 バ 4 7 との 間 に は、 貯 留 リザ 一 バ 4 7か

ら第 2 ボ ン プ 4 2の 吸 入 部 42a へ 向 か う方 向 へ の ブ レー キ液 の 流 れ を許 容 し、 反

対 方 向 へ の 流 れ を禁 止 す る チ ェ ッ クバ ル ブ 5 0が 設 け られ て い る。

実 施 例 3 の HU301 で は、 前 輪 系 統 の ホ イ ル シ リン ダ液 圧 の 増 圧 が 必 要 な 場 合

に は、 ポ ン プ モ ー タ 4 3 を駆 動 し、 ゲ 一 卜イ ンバ ル プ 4 6の 電 流 を コ ン トロー ル

して 第 1 ポ ン プ 4 1に ブ レー キ液 を供 給 す る。 この と き、 ゲ 一 卜イ ンバ ル プ 4 9

は駆 動 さ せ な い こ とで 第 2 ボ ン プ 4 2 に よ る ブ レー キ液 の 増 圧 を 防 止 で き る。

後 輪 系 統 の ホ イ ル シ リン ダ液 圧 の 増 圧 が 必 要 な 場 合 に は、 ポ ン プ モ ー タ 4 3

を駆 動 し、 ゲ 一 卜イ ンバ ル プ 4 9の 電 流 を コ ン トロー ル して 第 2 ポ ン プ 4 2 に プ

レー キ液 を供 給 す る。 この と き、 ゲ 一 卜イ ンバ ル プ 4 6は駆 動 さ せ な い こ とで

第 1 ポ ン プ 4 1に よ る ブ レー キ液 の 増 圧 を 防 止 で き る。

次 に、 効 果 を説 明 す る。

実 施 例 3 の プ レ一 キ装 置 に あ って は、 実 施 例 1 の 効 果 （1 ) ~ (6) に加 え、 以

下 の 効 果 を奏 す る。

(9) 第 1 吸 入 油 路 4 5お よ び 第 2 吸 入 油 路 4 8 に 常 閉 の 電 磁 弁 で あ る ゲ 一 トイ

ンバ ル ブ 46, 4 9 を設 け た た め 、 一 方 系 統 の ホ イ ル シ リン ダ液 圧 を増 圧 す る 際 、



他方系統の回路でプレーキ液が増圧されるのを防止できる。

[0032] 〔実施例 4 〕

図 1 0 は、実施例 4 のHU40 1の回路構成図である。図 1 0 において、図 2 に

示 した実施例 1 のHU10 1と同一の構成には、同一の符号を付 して説明を省略す

る。

実施例 4 のHU40 1では、第 1 油路2の第 1 吸入油路4 との接続点よりもマスタ

シリンダM/C側の位置に、常開の比例電磁弁である脈圧低減用バルブ （脈動低

減手段）5 1を設けた点で実施例 1 と異なる。第 1 油路2には、脈圧低減用バル

プ5 1を迂回する油路 52が設けられている。油路 52には、マスタシリンダM/C か

らホイルシリンダW/C (RL, RR)へ向かうブレーキ液の流れを許容 し、反対方向

への流れを禁止するチェックバルプ53が設けられている。

実施例 4 のHU40 1では、後輪系統のみホイルシリンダ液圧の増圧が必要な場

合、脈圧低減用バルブ5 1の電流をコン トロール し、マスタシリンダM/C と第 1

ポンプ3の吸入部3aとを接続する経路を閉 じることで、脈圧低減用バルブ5 1よ

りも第 1 ポンプ3側の第 1 油路2 と第 1 吸入油路4 とで第 1 ポンプ3の吐出部3a

から吐出されたブレーキ液を再び第 1 ポンプ3の吸入部3bへと還流させる還流

回路が構成される。よって、第 1 ポンプ3の作動による液圧脈動がマスタシリ

ンダM/C側へ伝播するのを抑制でき、ペダルフィ一ルの悪化を軽減できる。

次に、効果を説明する。

実施例 4 のプレ一キ装置にあっては、実施例 1 の効果 （1 ) ~ (6) に加え、以

下の効果を奏する。

( 10 ) 第 1 油路2上であって、第 1 吸入油路4 との分岐点とマスタシリンダM/

Cとの間に第 1 ポンプ3による液圧脈動を吸収する脈圧低減用バルブ5 1を備え

たため、第 1 ポンプ3の作動による液圧脈動がマスタシリンダM/C側へ伝播す

るのを抑制でき、ペダルフィ一ルの悪化を軽減できる。

[0033] 〔実施例 5 〕

図 1 1 は、実施例 5 のHU50 1の回路構成図である。図 1 1 において、図 2 に

示 した実施例 1 のHU10 1と同一の構成には、同一の符号を付 して説明を省略す



る。

実施例 5 のHU50 1では、後輪系統 に電動キヤ リバ装置 ECを用いた点で他の実

施例 と異なる。電動キ ヤ リパ装置 ECは、 モー タ 55RL, 55RR を使 って ピス トンを

動か し、パ ッ ドをプレーキロ一夕に押 しつけることにより、制動力を発生さ

せる。

これにより、前輪系統は油圧系、後輪系統は電気系を用いた回路構成が得

られ、前輪系統、後輪系統 においてそれぞれの特性 に合わせた制御が可能に

な り、制御性が向上する。

〔他の実施例〕

以上、本発明を実施するための形態を実施例 に基づいて説明 したが、本発

明の具体的な構成は実施例 に示 した構成 に限定されるものではな く、発明の

要旨を逸脱 しない範囲の設計変更等があっても本発明に含 まれる。

実施例では、前輪系統 にプ一スタ回路 1、後輪系統 にプレ一キバイワイヤ回

路 2 0を設け、後輪 に回生制動装置を設けた例 を示 したが、前輪系統 にプレー

キバイワイヤ回路 2 0、後輪系統 にプ一スタ回路 1を設け、前輪 に回生制動装置

を設けてもよい。

以下に、実施例か ら把握 される特許請求の範囲に記載 した発明以外の技術

的思想 について説明する。

(a) 請求項 5 に記載のブレーキ装置において、

前記 コン トロールュニ ッ 卜は、前記 ブレーキ操作が開始されると前記回生

制動装置による制動力が得 られるように前記配分量を決定することを特徴 と

するブレーキ装置。

よって、制動初期か ら回生制動によるエネルギの回収 を実現できる。

(b) 車輪 に電気的な制動力を与える回生制動装置を備えた車両に用い られ

るブレーキ装置であって、

ドライバのブレーキ操作状態に応 じて目標制動力を算出する目標制動カ算

出部 と、

ドライバのブレーキ操作によってブレーキ液圧を発生するマスタシ リンダ



か らブ レーキ液 を吸入 し、互いに独立 した車両の第 1 系統 または第 2 系統の

—方系統のホイルシ リンダ液圧 を増圧 し制動力を発生させる第 1 ポ ンプを備

えた第 1 制動作動部 と、

ブ レーキ液が貯留 されている リザ一バか らブ レーキ液 を吸入 し、前記第 1

系統 または第 2 系統の他方系統のホイルシ リンダ液圧 を増圧 し制動力を発生

させる第 2 ポ ンプを備 えた第 2 制動作動部 と、

前記算出された 目標制動力を発生するために前記第 1 制動作動部 と前記第

2 制動作動部 と前記回生制動装置 による制動力の配分量 を決定 し、決定 した

配分量 となるように前記第 1 制動作動部 および第 2 制動作動部 を制御するコ

ン 卜口 一 リレュ ニ ッ 卜と、

を備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。

よって、制動時の回生制動装置 によるエネルギ回収効率 を高めることがで

きる。 また、負圧発生源 を持たない電気 自動車等の車両 にも適合で きる。

(c) (b) に記載のブ レーキ装置 において、

前記回生制動装置は、前記他方系統 に付属する車輪 に対 して制動力を与え

ることを特徴 とするブ レーキ装置。

よって、他方系統 に付属する車輪の制動力を全て回生制動力で賄 うことが

で き、一方系統 に回生制動装置 を設 けた場合 よ りもエネルギ回収効率 を高め

ることがで きる。

(d) (c) に記載のブ レーキ装置 において、

前記一方系統 は前記車両の左右前輪系統であ つて、前記他方系統 は前記車

両の左右後輪系統であることを特徴 とするプ レ一キ装置。

よって、第 2 制動作動部がフェ一ル した場合であ つても回生制動力によ り

必要な制動力を確保で きる。 また、他方系統側でマニュアル ブ レーキを行 う

場合 と比較 してよ り大 きな制動力を発生させることがで きる。

(e) (d) に記載のブ レーキ装置 において、

前記第 1 ポ ンプを駆動するための第 1 モータと、前記第 2 ポ ンプを駆動す

るための第 2 モータを備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。



よって、一方系統のホイルシ リンダ液圧 を増圧する際、他方系統の回路で

プ レーキ液が増圧 されるのを防止で きる。

(f) (e) に記載のブ レーキ装置 において、

前記 コン トロールュニ ッ 卜はアンチ ロック制御部 を備 え、

前記第 1 制動作動部 は、

前記マスタシ リンダか ら前記ホイルシ リンダへ連通する第 1 油路 と、

前記第 1 油路か ら分岐 し前記第 1 ポ ンプの吸入部 につながる第 1 吸入油路

と、

前記第 1 ポ ンプの吐出部 と前記第 1 油路 とを接続する第 1 吐出油路 と、

前記 アンチ ロック制御部の減圧作動 に伴 って前記ホイルシ リンダか ら流出

したブ レーキ液 を貯留 し、前記第 1 吸入油路 に接続する貯留 リザ一バ と、

前記貯留 リザ一バ と前記ホイルシ リンダとを接続する第 1 減圧油路 と、

を備 え、

前記第 2 制動作動部 は、

前記 リザ一バか ら前記ホィルシ リンダへ連通する第 2 油路 と、

前記第 2 油路か ら分岐 し前記第 2 ポ ンプの吸入部 につながる第 2 吸入油路

と、

前記第 2 ポ ンプの吐出部 と前記第 2 油路 とを接続する第 2 吐出油路 と、

を備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。

よって、第 2 制動作動部 にも貯留 リザ一バ を設 けた場合 と比較 して、部品

点数の削減 によるコス トダウン図ることがで きる。

(g) (f) に記載のブ レーキ装置 において、

前記第 1 油路上であ って、前記第 1 吸入油路 との分岐点 と前記マスタシ リ

ンダとの間に前記第 1 ポ ンプによる液圧脈動 を吸収する脈圧低減手段 を備 え

た ことを特徴 とするブ レーキ装置。

第 1 ポ ンプの作動 による液圧脈動がマスタシ リンダ側へ伝播するのを抑制

で き、ペ ダル フィ一ルの悪化 を軽減で きる。

( h ) (c) に記載のブ レーキ装置 において、



前記 コン トロールュニ ッ 卜はアンチ ロック制御部 を備 え、

前記第 1 制動作動部 は、

前記マスタシ リンダか ら前記ホイルシ リンダへ連通する第 1 油路 と、

前記第 1 油路か ら分岐 し前記第 1 ポ ンプの吸入部 につながる第 1 吸入油路

と、

前記第 1 ポ ンプの吐出部 と前記第 1 油路 とを接続する第 1 吐出油路 と、

前記 アンチ ロック制御部の減圧作動 に伴 って前記ホイルシ リンダか ら流出

したブ レーキ液 を貯留 し、前記第 1 吸入油路 に接続する貯留 リザ一バ と、

前記貯留 リザ一バ と前記ホイルシ リンダとを接続する第 1 減圧油路 と、

を備 え、

前記第 2 制動作動部 は、

前記 リザ一バか ら前記ホィルシ リンダへ連通する第 2 油路 と、

前記第 2 油路か ら分岐 し前記第 2 ポ ンプの吸入部 につながる第 2 吸入油路

と、

前記第 2 ポ ンプの吐出部 と前記第 2 油路 とを接続する第 2 吐出油路 と、

を備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。

よって、第 2 制動作動部 にも貯留 リザ一バ を設 けた場合 と比較 して、部品

点数の削減 によるコス トダウン図ることがで きる。

( i ) (c) に記載のブ レーキ装置 において、

前記第 1 ポ ンプを駆動するための第 1 モータと、前記第 2 ポ ンプを駆動す

るための第 2 モータを備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。

よって、前輪系統 と後輪系統の一方系統のみ増圧が必要な場合は、対応す

るモータのみを駆動 させ、他方系統が不要 に増圧 されるのを防止で きる。

( j ) 車輪 に電気的な制動力を与える回生制動装置 を備 えた車両 に用い られ

るブ レーキ装置であ って、

ドライバのプ レーキ操作 を増幅することな くプ レーキ操作力相 当のプ レー

キ液圧 を発生するマスタシ リンダか らブ レーキ液 を吸入 し、互いに独立 した

車両の第 1 系統 または第 2 系統の一方系統のホイルシ リンダ液圧 を増圧 し制



動力を発生させる第 1 ポ ンプを備 えたブースタ回路 と、

ブ レーキ液が貯留 されている リザ一バか らブ レーキ液 を吸入 し、前記第 1

系統 または第 2 系統の他方系統のホイルシ リンダ液圧 を増圧 し制動力を発生

させる第 2 ポ ンプを備 えたブ レーキバイワイヤ回路 と、

を備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。

よって、制動時の回生制動装置 によるエネルギ回収効率 を高めることがで

きる。 また、負圧発生源 を持たない電気 自動車等の車両 にも適合で きる。

(k) ( j ) に記載のブ レーキ装置 において、

ドライバのブ レーキ操作状態 に応 じて 目標制動力を算出する目標制動カ算

出部 と、

前記算出された 目標制動力を発生するために前記 ブースタ回路 と前記 プ レ

—キバイワイヤ回路 と前記回生制動装置 による制動力の配分量 を算出するコ

ン 卜口 一 リレュ ニ ッ 卜と、

を備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。

よって、制動時の回生制動装置 によるエネルギ回収効率 を高めることがで

きる。

( L) (k) に記載のブ レーキ装置 において、

前記回生制動装置は、前記他方系統 に付属する車輪 に対 して制動力を与え

ることを特徴 とするブ レーキ装置。

よって、他方系統 に付属する車輪の制動力を全て回生制動力で賄 うことが

で き、一方系統 に回生制動装置 を設 けた場合 よ りもエネルギ回収効率 を高め

ることがで きる。

(m) ( j ) に記載のブ レーキ装置 において、

前記一方系統 は前記車両の左右前輪系統であ つて、前記他方系統 は前記車

両の左右後輪系統であることを特徴 とするプ レ一キ装置。

よって、 ステアバイワイャ回路がフェ一ル した場合であ つても回生制動力

によ り必要な制動力を確保で きる。 また、他方系統側でマニュアル ブ レーキ

を行 う場合 と比較 してよ り大 きな制動力を発生させることがで きる。



(n) ( j ) に記載のブ レーキ装置 において、

前記第 1 ポ ンプを駆動するための第 1 モータと、前記第 2 ポ ンプを駆動す

るための第 2 モータを備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。

よって、一方系統のホイルシ リンダ液圧 を増圧する際、他方系統の回路で

プ レーキ液が増圧 されるのを防止で きる。

(0) ( j ) に記載のブ レーキ装置 において、

前記 コン トロールュニ ッ 卜はアンチ ロック制御部 を備 え、

前記 ブースタ回路 は、

前記マスタシ リンダか ら前記ホイルシ リンダへ連通する第 1 油路 と、

前記第 1 油路か ら分岐 し前記第 1 ポ ンプの吸入部 につながる第 1 吸入油路

と、

前記第 1 ポ ンプの吐出部 と前記第 1 油路 とを接続する第 1 吐出油路 と、

前記 アンチ ロック制御部の減圧作動 に伴 って前記ホイルシ リンダか ら流出

したブ レーキ液 を貯留 し、前記第 1 吸入油路 に接続する貯留 リザ一バ と、

前記貯留 リザ一バ と前記ホイルシ リンダとを接続する第 1 減圧油路 と、

を備 え、

前記 ブ レーキバイワイヤ回路 は、

前記 リザ一バか ら前記ホ ィル シ リンダへ連通する第 2 油路 と、

前記第 2 油路か ら分岐 し前記第 2 ポ ンプの吸入部 につながる第 2 吸入油路

と、

前記第 2 ポ ンプの吐出部 と前記第 2 油路 とを接続する第 2 吐出油路 と、

を備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。

よって、 ブ レーキバイワイヤ回路 にも貯留 リザ一バ を設 けた場合 と比較 し

て、部品点数の削減 によるコス トダウンを図ることがで きる。

符号の説明

3 第 1 ポ ンプ

22 第 2 ポ ンプ

4 1 第 1 ポ ンプ



42 第 2 ポ ンプ

102 プ レーキコン トロールユニ ッ ト （コン トロールユニ ッ ト）

BAT バ ッテ リ （回生制動装置）

INV イ ンバ一タ （回生制動装置）

M/C マスタシ リンダ

MG モータジェネ レータ （回生制動装置）

RSV リザ一バ

S301 目標制動力算出部

W/C ホイルシ リンダ



請求の範囲

車輪 に電気的な制動力を与える回生制動装置 を備 えた車両 に用い ら

れるプ レーキ装置であ って、

ドライバのプ レ一キ操作状態 に応 じて 目標制動力を算出する目標制

動力算出部 と、

ドライバのプ レーキ操作 によってプ レーキ液圧 を発生するマスタシ

リンダか らブ レーキ液 を吸入 し、互いに独立 した車両の第 1 系統 また

は第 2 系統の一方系統のホイルシ リンダ液圧 を増圧 し制動力を発生さ

せる第 1 制動部 と、

前記他方の系統 に制動力を与える第 2 制動部 と、

前記算出された 目標制動力を発生するために前記第 1 制動部 と前記

第 2 制動部 と前記回生制動装置 による制動力の配分量 を算出する コ ン

トロールュニ ッ 卜と、 を備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。

請求項 1 に記載のプ レ一キ装置 において、

前記回生制動装置は、前記他方系統 に付属する車輪 に対 して制動力

を与えることを特徴 とするブ レーキ装置。

請求項 2 に記載のプ レ一キ装置 において、

前記 コン トロールュニ ッ 卜は、前記算出された 目標制動力が大 きい

ほど、前記一方系統の制動力の配分量 を多 くすることを特徴 とするプ

レーキ装置。

請求項 3 に記載のプ レ一キ装置 において、

前記マスタシ リンダは前記 ドライバのブ レーキ操作 によって作動す

るブ レーキペ ダル との間に倍力装置 を介 さずに構成 され、前記一方系

統 は前記車両の左右前輪系統であ つて、前記他方系統 は前記車両の左

右後輪系統であることを特徴 とするプ レ一キ装置。

請求項 4 に記載のプ レ一キ装置 において、

前記第 2 制動部 はプ レ一キ液が貯留 されている リザ一バか らプ レー

キ液 を吸入 し、前記第 1 系統 または第 2 系統の他方系統のホイルシ リ



ンダ液圧 を増圧 し制動力を発生させる第 2 ポ ンプであ って、

前記 コン トロールュニ ッ 卜は、前記算出された 目標制動力に応 じて

前記回生制動装置 による制動力 と前記第 2 ポ ンプによる制動力によつ

て前記他方系統 における必要な制動力を発生させるように前記配分量

を決定することを特徴 とするブ レーキ装置。

[ 請求項 6] 請求項 5 に記載のプ レ一キ装置 において、

前記 コ ン トロール ュニ ッ 卜は、前記 ブ レーキ操作が開始 されると前

記回生制動装置 による制動力が得 られるように前記配分量 を決定する

ことを特徴 とするブ レーキ装置。

[ 請求項 7 ] 車輪 に電気的な制動力を与える回生制動装置 を備 えた車両 に用い ら

れるプ レーキ装置であ って、

ドライバのプ レ一キ操作状態 に応 じて 目標制動力を算出する目標制

動力算出部 と、

ドライバのプ レーキ操作 によってプ レーキ液圧 を発生するマスタシ

リンダか らブ レーキ液 を吸入 し、互いに独立 した車両の第 1 系統 また

は第 2 系統の一方系統のホイルシ リンダ液圧 を増圧 し制動力を発生さ

せる第 1 ポ ンプを備 えた第 1 制動作動部 と、

ブ レーキ液が貯留 されている リザ一バか らブ レーキ液 を吸入 し、前

記第 1 系統 または第 2 系統の他方系統のホイルシ リンダ液圧 を増圧 し

制動力を発生させる第 2 ポ ンプを備 えた第 2 制動作動部 と、

前記算出された 目標制動力を発生するために前記第 1 制動作動部 と

前記第 2 制動作動部 と前記回生制動装置 による制動力の配分量 を決定

し、決定 した配分量 となるように前記第 1 制動作動部 および第 2 制動

作動部 を制御するコ ン トロール ュニ ッ 卜と、 を備 えた ことを特徴 とす

るブ レーキ装置。

[ 請求項8] 請求項 7 に記載のプ レ一キ装置 において、

前記回生制動装置は、前記他方系統 に付属する車輪 に対 して制動力

を与えることを特徴 とするブ レーキ装置。



[ 請求項 9 ] 請求項 8 に記載のプ レ一キ装置 において、

前記一方系統 は前記車両の左右前輪系統であ つて、前記他方系統 は

前記車両の左右後輪系統であることを特徴 とするプ レ一キ装置。

[ 請求項 10 ] 請求項 9 に記載のプ レーキ装置 において、

前記第 1 ポ ンプを駆動するための第 1 モータと、前記第 2 ポ ンプを

駆動するための第 2 モータを備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。

[ 請求項 11] 請求項 1 0 に記載のプ レ一キ装置 において、

前記 コン トロールュニ ッ 卜はアンチ ロック制御部 を備 え、

前記第 1 制動作動部 は、前記マスタシ リンダか ら前記ホイルシ リン

ダへ連通する第 1 油路 と、

前記第 1 油路か ら分岐 し前記第 1 ポ ンプの吸入部 につながる第 1 吸

入油路 と、

前記第 1 ポ ンプの吐出部 と前記第 1 油路 とを接続する第 1 吐出油路

と、

前記 アンチ ロック制御部の減圧作動 に伴 って前記ホイルシ リンダか

ら流出 したブ レーキ液 を貯留 し、前記第 1 吸入油路 に接続する貯留 リ

ザ一バ と、

前記貯留 リザ一バ と前記ホイルシ リンダとを接続する第 1 減圧油路

と、 を備 え、

前記第 2 制動作動部 は、前記 リザーバか ら前記ホイルシ リンダへ連

通する第 2 油路 と、

前記第 2 油路か ら分岐 し前記第 2 ポ ンプの吸入部 につながる第 2 吸

入油路 と、

前記第 2 ポ ンプの吐出部 と前記第 2 油路 とを接続する第 2 吐出油路

と、 を備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。

[ 請求項 12 ] 請求項 1 1 に記載のプ レ一キ装置 において、

前記第 1 油路上であ って、前記第 1 吸入油路 との分岐点 と前記マス

タシ リンダとの間に前記第 1 ポ ンプによる液圧脈動 を吸収する脈圧低



減手段 を備 えた ことを特徴 とするプ レ一キ装置。

[ 請求項 13 ] 請求項 8 に記載のプ レーキ装置 において、

前記 コン トロールュニ ッ 卜はアンチ ロック制御部 を備 え、

前記第 1 制動作動部 は、前記マスタシ リンダか ら前記ホイルシ リン

ダへ連通する第 1 油路 と、

前記第 1 油路か ら分岐 し前記第 1 ポ ンプの吸入部 につながる第 1 吸

入油路 と、

前記第 1 ポ ンプの吐出部 と前記第 1 油路 とを接続する第 1 吐出油路

と、

前記 アンチ ロック制御部の減圧作動 に伴 って前記ホイルシ リンダか

ら流出 したブ レーキ液 を貯留 し、前記第 1 吸入油路 に接続する貯留 リ

ザ一バ と、

前記貯留 リザ一バ と前記ホイルシ リンダとを接続する第 1 減圧油路

と、 を備 え、

前記第 2 制動作動部 は、前記 リザーバか ら前記ホイルシ リンダへ連

通する第 2 油路 と、

前記第 2 油路か ら分岐 し前記第 2 ポ ンプの吸入部 につながる第 2 吸

入油路 と、

前記第 2 ポ ンプの吐出部 と前記第 2 油路 とを接続する第 2 吐出油路

と、 を備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。

[ 請求項 14 ] 請求項 8 に記載のプ レ一キ装置 において、

前記第 1 ポ ンプを駆動するための第 1 モータと、前記第 2 ポ ンプを

駆動するための第 2 モータを備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。

[ 請求項 15 ] 車輪 に電気的な制動力を与える回生制動装置 を備 えた車両 に用い ら

れるプ レーキ装置であ って、

ドライバのプ レーキ操作 を増幅することな くプ レーキ操作力相 当の

ブ レーキ液圧 を発生するマスタシ リンダか らブ レーキ液 を吸入 し、互

いに独立 した車両の第 1 系統 または第 2 系統の一方系統のホイルシ リ



ンダ液圧 を増圧 し制動力を発生させる第 1 ポ ンプを備 えたブースタ回

路 と、

ブ レーキ液が貯留 されている リザ一バか らブ レーキ液 を吸入 し、前

記第 1 系統 または第 2 系統の他方系統のホイルシ リンダ液圧 を増圧 し

制動力を発生させる第 2 ポ ンプを備 えたブ レーキバイワイヤ回路 と、

を備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。

[ 請求項 16 ] 請求項 1 5 に記載のプ レ一キ装置 において、

ドライバのプ レ一キ操作状態 に応 じて 目標制動力を算出する目標制

動力算出部 と、

前記算出された 目標制動力を発生するために前記 ブースタ回路 と前

記 ブ レーキバイワイヤ回路 と前記回生制動装置 による制動力の配分量

を算出するコ ン トロール ュニ ッ 卜と、 を備 えた ことを特徴 とするプ レ

—キ装置。

[ 請求項 17 ] 請求項 1 6 に記載のプ レ一キ装置 において、

前記回生制動装置は、前記他方系統 に付属する車輪 に対 して制動力

を与えることを特徴 とするブ レーキ装置。

[ 請求項 18 ] 請求項 1 6 に記載のプ レ一キ装置 において、

前記一方系統 は前記車両の左右前輪系統であ つて、前記他方系統 は

前記車両の左右後輪系統であることを特徴 とするプ レ一キ装置。

[ 請求項 19 ] 請求項 1 6 に記載のプ レ一キ装置 において、

前記第 1 ポ ンプを駆動するための第 1 モータと、前記第 2 ポ ンプを

駆動するための第 2 モータを備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。

[ 請求項 20] 請求項 1 6 に記載のプ レ一キ装置 において、

前記 コン トロールュニ ッ 卜はアンチ ロック制御部 を備 え、

前記 ブースタ回路 は、前記マスタシ リンダか ら前記ホイルシ リンダ

へ連通する第 1 油路 と、

前記第 1 油路か ら分岐 し前記第 1 ポ ンプの吸入部 につながる第 1 吸

入油路 と、



前記第 1 ポ ンプの吐出部 と前記第 1 油路 とを接続する第 1 吐出油路

と、

前記 アンチ ロック制御部の減圧作動 に伴 って前記ホイルシ リンダか

ら流出 したブ レーキ液 を貯留 し、前記第 1 吸入油路 に接続する貯留 リ

ザ一バ と、

前記貯留 リザ一バ と前記ホイルシ リンダとを接続する第 1 減圧油路

と、 を備 え、

前記 プ レ一キバイワイヤ回路 は、前記 リザ一バか ら前記ホイルシ リ

ンダへ連通する第 2 油路 と、

前記第 2 油路か ら分岐 し前記第 2 ポ ンプの吸入部 につながる第 2 吸

入油路 と、

前記第 2 ポ ンプの吐出部 と前記第 2 油路 とを接続する第 2 吐出油路

と、 を備 えた ことを特徴 とするブ レーキ装置。
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